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学校に
おける
学び

ワーキングチームの構成・主な論点

インクルー
シブ
教育

学習・生活
環境

地域・
放課後
活動

環境・
木材活用

整備指針での検討フレーム

インクルーシブ教育

地域資源を生かした学び

教職員の働き方
職場環境の改善

学校施設の整備と管理

学校運営費と整備費

「新しい学校」とは

学校運営への参画

地域の防災機能

他の施設との複合化

学びの規模
学級数・児童生徒数

学校配置の方策
小中一貫校、小規模特認校、

分校、広域連携

・教職員が教育活動に集中できる環境づくり

・小田原版STEAM教育などの探求的な学習や
体験学習に取り組みやすい学習空間

・バリアフリーの充実、標準的なユニバーサ
ルデザインの導入

・避難所機能

・多様な学習スタイルに対応できる可変性の
高い学習空間

基本計画で
検討

・民間活用などによる管理運営の効率化

・長く快適に使用できる管理運営体制の構築

デジタルを活用した学び

・多様な子供たちが共に学び、生活すること
を前提とした環境

・学校と地域との協働や共創を促す空間

・デジタルとアナログのベストミックス

・地域に開かれた学校

・セキュリティ確保

・施設の管理方策

・複数校での人的・物的資源の共有

基本方針 施設に関する方向性

• 社会力を育むための学びを実
現する「みんなの学びの場」

• 地域における学びの拠点

• 学校と地域が支え合う協働し
ていくための拠点

• 持続可能な運営や仕組みを合
わせ持つ施設

（参考）学校施設中長期
整備計画の基本方針

「10年後の新しい学校のイ
メージ」実現に向けた視点

1 新しい時代の学びを支える
学習空間づくり

2 学校に集う全ての人にとっ
ての「居場所」となるよう
な生活空間づくり

3 放課後活動と地域活動の充
実につながる空間づくり

4 脱炭素社会の実現に貢献す
る施設づくり（再エネ・省
エネ促進、木質化等）

5 効率的かつ効果的な整備手
法の検討と利用者意見反映
のプロセス

1 安心・安全な学校づくり

2 多様な学習形態に対応する学
習空間づくり

3 バリアフリー・ユニバーサル
デザインの推進

4 環境への配慮

5 地域とのつながりを育てる施
設づくり

・職員室の環境改善

・支援級教室の広
さ・機能・配置

・交流を配慮した普
通教室の広さ

・教室の可変性

・出入口
・エレベータ

・少人数教室
・多目的教室
・図書室
・教具（電子黒板）

・プレイルーム
・クールダウンルーム
・相談室・リソース
ルーム

・駐車場、送迎ス
ペース

・体育館
・グラウンド

・教室の配置
（コモンズ等）
・オープンスペース
・教室の可変性

・体育館(トイレ・
空調等）

・防災倉庫

・地域開放スペースの設置、運営

・機能維持に必要な
もの

・ゾーニング
・出入口の分離 ・ゾーニング

・管理手法 ・管理体制・担い手

・環境への配慮・脱炭素社会の実現

・打合せスペース
・フリーアドレス

・コミュニケーショ
ンスペース

・ZEB化
・省エネ・再エネ

・木造化・木質化

・プール ・給食

・民間活用(プール等)・整備手法(PFI等）

学校の
マネジ
メント

学校と
地域と
の関係

学校配
置の考
え方

・管理手法 ・管理体制・担い手

・LCに応じた改修等のための管理体制

・トイレ（LGBTQ対応含む）

・放課後活動の充実
・放課後児童クラブの機能、地域開放ス

ペースとの棲み分け



第1章 整備指針の趣旨

• 「新しい学校づくり推進基本方針」との連動等

第2章 整備指針の基本的な考え方

• 現状・課題に対する方策

• 整備内容や整備水準の選択

第3章 新しい学校づくり整備指針

1．学習・生活環境

（1）インクルーシブ教育

（2）デジタル・「新しい学び」への

対応

（３）「居場所」となる生活環境

(4)教職員の働く環境改善

3．地域・放課後活動

（1）地域との協働・共創空間

(2)放課後活動

(3)避難所機能

(4)他の公共施設との複合化

4.環境・木材活用

（1）ZEB化

（2）木材活用

整備指針の構成

整備指針（構成案）検討フレーム

検討部会

庁内検討会
（全体調整等）

ワーキングチーム

学校に
おける
学び

学校と
地域の
関係

学校の
マネジ
メント

インクルー
シブ教育

学習・
生活環境

地域・
放課後活動

環境・
木材活用

1.整備指針の活用に関する留意事項
2.地域の実状に応じた整備（資料編を活用した整備内容・整備水準の検討方法）
3.合意形成プロセス （学校・地域）
4.庁内調整プロセス（財政制約との連動と予算要求、補助金等の活用、整備手法の検討）
5.整備手法に応じた事業化・発注業務での活用方法 （改築・長寿命化改修等に応じた業務の流れ）

第1章 資料編の役割

・資料編の役割

第2章 整備指針の方策

1.必要諸室・面積

2.建築全般

3.各室計画

4.構造計画

5.電気設備

6.機械設備

7.昇降機設備

8.その他保守管理等委託設備

第3章 諸元表・参考図

1.諸元表

2.参考図

第4章 関連法令・基準類

1.関係法令

2.基準類

3.諸官庁等事前協議

方針編（本編） 資料編

活用マニュアル

第4章 施設機能別整備の考え方

(1)全体計画

(2)教室

(3)特別教室

(4)管理諸室

(5)体育館

(6)グラウンド・外構

第5章 施設整備のプロセスと方法

• 検討体制・プロセス等

• 広く市民に、「新しい学校づくり推進基本方針」で示されている「新しい学校」の具体的なイ

メージを理解してもらう（主に第３章）。

• 施設機能別の整備の考え方といった技術的な内容も合わせて記載する（主に第４章）。

• 方針編を補完し、整備内容・水準等についての選

択肢を提示し、各学校の状況に応じた選択を可能

とする。

• ワーキングチームで検討した事例等も掲載する。

• 学校・地域との合意形成での活用、庁内調整での活用、事業化・発注業務での活用のためのプロセスや活用する際の留意点を整理

する。

• 実際の活用実績を踏まえ、改訂を行っていく。


